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 豪州経済は資源価格の下落の影響を受けながらも底割れを回避し
ている。10-12月期の実質GDP成長率は前期比+0.6%と、前期（同
+1.1%）から減速した。もっとも、需要項目別にみると、設備・建設投
資等の民間投資が鉱業、製造業の落ち込みを主因にマイナスが続
いた一方で、雇用の底堅さを背景に民間消費は引き続き堅調を維持
した。2015年通年では、前年比+2.5%と2014年（同+2.6%）並みとな
り、底割れを回避した。 

 今後の豪州経済は、企業部門は低迷が続く一方、家計部門が支え
となり景気底割れは回避する展開を予想する。ただし、企業部門の
持ち直しには今しばらくの時間を要するため、回復ペースはこれまで
に比べ緩やかとなり、2016年の実質GDP成長率は前年並みの成長
率に止まる見込みである。 

･雇用：雇用環境は改善傾向が続いている。2月の雇用統計では雇用

者数が前年比+24万人と増加したほか、失業率は1月の6.0%から

5.8%に低下した。なお、2015年12月以降、雇用者数増加幅は縮小、

労働参加率は低下とやや弱い内容になっているが、これは2015年後

半に雇用者数が平均で前年比+25万人と平均増加ペース（2010年以

降同+16万人）を上回って拡大した反動と考えられる。産業別では、

製造業や鉱業の減少幅を上回る、医療・福祉業や専門サービス業で

の雇用拡大が続いている。 

･物価：10-12月期の消費者物価上昇率は前年比+1.7%と、前期（同

+1.5%）から小幅に加速したものの、5四半期連続でRBAの目標レン

ジ（2-3%）を下回った。内訳をみると、資源価格低下の影響により押し

下げられていた貿易財は同期の通貨安を背景に同+0.8%と、4四半

期ぶりにプラスに転じた。一方、非貿易財は同+2.3%と前期から伸び

が鈍化した。期待インフレ率が低下傾向を辿るなか、2016年の消費

者物価上昇率も低水準での推移が続くと見込まれる。 

 10-12月期の輸出は主要輸出品である鉄鉱石や石炭価格の下落
に伴い、前年比▲3.2%と前期からマイナスに転じた。鉄鉱石や石炭
を含む「鉱物性燃料」は同▲17.1％と前期からマイナス幅が拡大した。

他方、輸入は同+5.0%と、前期から小幅の伸びの鈍化に止まった。
この結果、貿易赤字は96億豪ドルに拡大し、経常収支の赤字幅も
211億豪ドルと前期から拡大した。 

･為替：豪ドルは、昨年12月は1豪ドル=0.71-0.73米ドル台で推移し

ていたが、1月に入ってから、大幅な中国の株安や商品価格下落を

背景に、3ヵ月ぶりに同0.70米ドルを割り込んだ。2月には、米国の利

上げ観測が後退し、相対的な豪ドル高が進んだことに加え、豪州の

主要輸出品である鉄鉱石価格が戻ると、同0.72米ドル台まで上昇し

た。足元では底堅い豪州の経済指標の結果やECBの追加緩和、

FOMCの利上げペースを遅くするとの声明を受けて豪ドルは上昇

し、同0.76米ドル台で推移している。 

（1豪ドル＝0.7629米ドル、3/23） 

･金利：中銀RBAは、2015年5月の利下げ以降、政策金利を過去最

低の2.00%で据え置いている。3月の会合では、「景気はこれまでの

成長ペースを下回って推移しているが、低金利や豪ドル安による非

鉱業部門の回復が成長を後押ししている」と記しており、景気刺激効

果を評価した。一方で過熱が懸念されている住宅価格については、

「規制措置により抑制されている」としたが、住宅価格上昇率は3月

に入り再加速している。今後の金融政策については、一段の経済指

標の悪化がみられれば、緩和の余地があるとしたものの、住宅市場

の加熱を警戒していることから、政策金利は当面据え置かれる公算

が大きい。（3/23：3ヵ月物利回り：2.32％、10年物金利：2.66％） 
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１．年・四半期

2013 2014 2015 14/7-9 14/10-12 15/1-3 15/4-6 15/7-9 15/10-12

＊実質GDP成長率（前期比、％）
2.0 2.6 2.5 0.4 0.4 0.9 0.3 1.1 0.6

＊          （前年比、％）
2.6 2.2 2.2 2.0 2.7 3.0

＊小売売上高（億A＄）
2,661 2,802 2,922 704 712 720 726 733 742

            （前年比、％）
(3.2) (5.3) (4.3) (5.7) (4.8) (4.5) (4.2) (4.1) (4.3)

＊乗用車販売台数（万台）
56.65 53.16 51.57 13.14 13.04 13.25 12.80 12.90 12.55

            （前年比、％）
(▲1.8) (▲6.2) (▲3.0) (▲7.2) (▲8.7) (▲2.7) (▲3.4) (▲2.4) (▲3.4)

＊住宅建設許可件数（万件）
18.12 20.73 23.42 5.1 5.6 6.1 5.9 5.8 5.6

            （前年比、％）
(15.7) (14.4) (13.0) (7.0) (12.0) (21.3) (20.0) (12.6) (0.9)

＊失業率　   　　　（％）
5.7 6.1 6.1 6.2 6.2 6.2 6.0 6.2 5.8

賃金指数（除く賞与、前年比、％）
2.9 2.6 2.2 2.5 2.6 2.3 2.3 2.3 2.1

消費者物価指数（2011/12=100）
103.5 106.1 107.7 106.3 106.5 106.8 107.7 107.9 108.3

            （前年比、％）
(2.4) (2.5) (1.5) (2.3) (1.7) (1.3) (1.5) (1.5) (1.7)

RBA商品価格指数（米ドル建）
（前年比、％） ▲ 7.7 ▲ 15.5 ▲ 27.2 ▲ 15.4 ▲ 22.8 ▲ 27.2 ▲ 28.0 ▲ 27.3 ▲ 26.2

＊輸　出（億A$）※
3,189 3,269 3,171 791 810 821 765 809 782

(5.7) (2.5) (▲3.0) (▲2.4) (▲2.7) (▲5.2) (▲5.0) (1.4) (▲3.2)

＊輸　入（億A$）※
3,294 3,367 3,506 835 839 869 875 883 878

(1.7) (2.2) (4.1) (▲1.8) (▲0.8) (2.7) (3.0) (5.7) (5.0)

＊貿易収支（億A$）※
▲105 ▲98 ▲335 ▲ 44 ▲ 29 ▲ 48 ▲ 110 ▲ 74 ▲ 96

＊経常収支（億A$）※
▲533 ▲490 ▲751 ▲ 132 ▲ 117 ▲ 136 ▲ 212 ▲ 188 ▲ 211

◎外貨準備 （億US$）
532 539 493 533 539 569 517 509 493

＊◎マネー・サプライ（M3、兆A$）
1.6 1.7 1.8 1.7 1.7 1.8 1.8 1.8 1.8

            （前年比、％）
(6.9) (7.1) (6.1) (8.0) (7.1) (7.5) (6.9) (6.3) (6.1)

◎政策金利（％）
2.50 2.50 2.00 2.50 2.50 2.25 2.00 2.00 2.00

◎3ヵ月物利回り （％）
2.60 2.77 2.33 2.69 2.77 2.23 2.13 2.16 2.33

◎10年物国債利回り （％）
4.24 2.74 2.88 3.48 2.74 2.32 3.01 2.61 2.88

◎株価指数（1996/1/1=100）
5,352 5,411 5,296 5,293 5,411 5,892 5,459 5,022 5,296

○為替相場（U$/A$）
0.9568 0.8986 0.7460 0.9127 0.8493 0.7726 0.7752 0.7146 0.7217

（注）＊印：季節調整済、　※印：国際収支ベース、  ◎印：期末値、　○印：期中平均値

　　　カッコ内は前年同期比増減率  （％）

（出所）Reserve Bank of Australia,  Australian Bureau of Statistics,  等
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２．月次

15/6 15/7 15/8 15/9 15/10 15/11 15/12 16/1 16/2

＊実質GDP成長率（前期比、％）

＊          （前年比、％）

＊小売売上高（億A$） 243 243 244 245 247 247 248 248 #N/A

            （前年比、％） (5.3) (4.6) (3.8) (3.9) (4.4) (3.8) (4.7) (3.1) #N/A

＊乗用車販売台数（万台） 4.5 4.3 4.2 4.5 4.1 4.2 4.3 4.0 4.0

（前年比、％） (4.7) (▲4.7) (▲4.7) (2.0) (▲5.3) (▲3.1) (▲2.0) (▲11.5) (▲6.8)

＊住宅建設許可件数（万件） 1.9 2.1 1.9 1.9 2.0 1.7 1.9 1.7 #N/A

            （前年比、％） (18.8) (15.8) (2.7) (20.1) (15.3) (▲8.4) (▲3.9) (▲19.0) #N/A

＊失業率　   　　　（％） 6.0 6.3 6.1 6.1 5.9 5.8 5.8 6.0 5.8

賃金指数（除く賞与、前年比、％）

消費者物価指数（2011/12=100）

            （前年比、％）

RBA商品価格指数（米ドル建） ▲ 25.1 ▲ 27.8 ▲ 27.6 ▲ 26.5 ▲ 24.4 ▲ 27.2 ▲ 27.1 ▲ 27.1 ▲ 22.6

＊輸　出（億A$）※ 259 267 265 277 265 264 253 255 #N/A

(▲0.9) (▲1.0) (0.7) (4.6) (▲0.7) (▲1.3) (▲7.3) (▲7.4) #N/A

＊輸　入（億A$）※ 295 292 291 300 298 292 288 285 #N/A

(7.8) (4.8) (6.6) (5.8) (5.6) (6.4) (3.1) (▲2.7) #N/A

＊貿易収支（億A$）※ ▲36 ▲25 ▲26 ▲23 ▲33 ▲28 ▲35 ▲29 #N/A

＊経常収支（億A$）※

◎外貨準備 （億US$） 517 503 509 509 457 490 493 437 437

＊◎マネー・サプライ（M3、兆A$） 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.9 #N/A

            （前年比、％） (6.9) (7.1) (6.4) (6.3) (6.3) (6.8) (6.1) (6.5) #N/A

◎政策金利（％） 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00

◎3ヵ月物利回り （％） 2.13 2.14 2.13 2.16 2.07 2.25 2.33 2.26 2.28

◎10年物国債利回り （％） 3.01 2.76 2.66 2.61 2.61 2.86 2.88 2.64 2.40

◎株価指数（1996/1/1=100） 5,459 5,699 5,207 5,022 5,239 5,167 5,296 5,006 4,881

○為替相場（U$/A$） 0.7707 0.7308 0.7113 0.7018 0.7138 0.7227 0.7286 0.7084 0.7141

（出所）Reserve Bank of Australia,  Australian Bureau of Statistics,  等

照会先：経済調査室　前原　佑香　yuka_maehara@mufg.jp

鷹巣　里奈　rina_takasu@mufg.jp

　　　カッコ内は前年同期比増減率  （％）
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（注）＊印：季節調整済、　※印：国際収支ベース、  ◎印：期末値、○印：期中平均値、

データは四半期のみ

データは四半期のみ

データは四半期のみ

データは四半期のみ

  当資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、金融商品お売買や投資など何らかの行動を勧誘するものではありません。ご利用に関しては、す

べてお客様御自身でご判断下さいますよう、宜しくお願い申し上げます。当資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、当室はその正確

性を保証するものではありません。内容は予告なしに変更することがありますので、予めご了承下さい。また、当資料は著作物であり、著作権法により保護さ

れております。全文または一部を転載する場合は出所を明記してください。 
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